
2025年11月
の参考銘柄

●アドバンスト・マイクロ・デバイセズ（AMD：NASDAQ $ 237.70）

半導体の設計・開発を手掛ける。オープンＡＩに最大1億6000万株のワラントを発行、オラクルがＡＩ
向け半導体に同社の半導体を採用、米エネルギ－省にスパコン提供など、材料豊富。次世代ＧＰＵで
はエヌビディア製品に対抗できるＡＩサーバー「ヘリオス」に期待。

●アルファベットクラスＡ（GOOGL：NASDAQ $ 284.75）

インターネット検索世界首位。検索エンジン「Google(グーグル)」で1998年創業。インフラ系のクラ
ウド市場で世界3位。生成AIチャットボット「バード」(現ジェミニ)を23年発表。24年12月期初配当。

●メタ・プラットフォームズ（META：NASDAQ $ 618.94）

SNS世界首位。旧フェイスブック。広告収入が柱。「インスタグラム」「ワッツアップ」「オキュラ
ス」などM&Aも駆使し拡大。24年4月新型生成AI「Llama 3」発表するなどAI投資加速。24年12月期初配
当。

＜参考銘柄＞ＲＴＸ（RTX：NYSE $ 175.10）マイクロソフト（MSFT：NASDAQ $ 497.10）
ネットフリックス（NFLX：NASDAQ $ 1,097.02）プロクター･アンド･ギャンブル（PG：NYSE $ 146.13）
コインベース・グローバル（COIN：NASDAQ $ 295.22）
パランティア・テクノロジーズ（PLTR：NASDAQ $ 175.05）

●エーザイ（4523：PRM 100株 4,364円 約44万円）

認知症薬「レケンビ」：米2023年1月迅速承認、日本2023年9月EU2024年4月承認、。4月にEUでの承認
取得で今期は独と仏、スペインで販売予定。2025年9月期売上前年同期比2.5倍の411億円。不眠症薬
「デエビコ」も堅調。LEQEMBI IQLIK 維持療法、25年3Q米国申請完了予定、26年１Q承認を目指す。

●ＩＨＩ（7013：PRM 100株 3,185円 約32万円）

総合重機大手。1960年に石川島重工業と播磨造船所が合併。航空エンジン、大型ボイラー、ターボ
チャージャーに強い。防衛関連も順調。25年9月末に1株を7株にする株式分割を実施。

●双日（2768：PRM 100株 4,231円 約42万円）

上期の純利益は前年同期比2.2％増、防衛・航空機関連、省エネ関連事業が伸長。期の純利益は前期比
3.9％増の1,150億円、３期ぶりに過去最高を更新する見通し。中計目標は純利益1,200億円超、達成に
向けた投資を実行。
＜参考銘柄＞名村造船所（7014：STD 4,665円 約47万円）第一三共（4568：PRM 3,411円 約34万円）
東京海上ＨＤ（8766：PRM 5,860円 約59万円）富士フイルムＨＤ（4901：PRM 3,410円 34約万円）
ＪＸ金属（5016：PRM 2,021円 約20万円）サンリオ（8136：PRM 6,434円 約65万円）

●Ｏｎｅ／フィデリティ・ブルーチップ・グロース株式ファンド

成長型／隔月決算・予想分配金提示型（アセットマネジメントOne）

主として、米国を中心に世界（日本を含みます。）の金融商品取引所に上場（これに準ずると委託会
社が判断したものを含みます。）されている優良企業の株式に実質的に投資を行い、長期的な値上が
り益を獲得することをめざします。

●日本好配当リバランスオープン（SBI岡三アセットマネジメント）
わが国の金融商品取引所上場株式を主要投資対象とし、投資信託財産の成長を図ることを目標に積極

的な運用を行います。

※ 交付目論見書の表紙を同封します。投資にあたっては必ず目論見書をご覧ください。

※ 目論見書等は、本店または黒部支店にて入手できます。担当の営業員にお申し付けください。

日本株

アメリカ株

投資信託

投資信託の買付時の手数料は、
約定代金の３．３％（税込み）です。

2025年11月6日終値

2025年11月6日通常取引終値
国内店頭取引の場合、日本
円で約30万円程度から
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※ 目論見書は、本店又は黒部支店にて入手できます。担当の営業員にお申し付けください。

投資にあたってのご留意事項
手数料等について

■国内株式

国内株式の売買には、約定代金に対して最大1.265%（消費税込）の委託手数料が必要となります。

委託手数料が2,750円に満たない場合は2,750円（消費税込）

■外国株式

現地委託取引の際の国内取次手数料（消費税込）

約定代金が2.5万円以下の場合・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

約定代金が2.5万円以上の場合・ ・ ・ ・  ・ ・ ・ ・ ・

現地諸費用：外国取引にかかる現地諸費用（SEC Fee 等）の額は、その時々の市場状況、現地情勢等に応じて決定されますので、

本書上でその金額等をあらかじめ記載することはできません。

「外国証券取引口座」を開設されていない場合は、口座開設が必要となります。

国内店頭取引の場合

当社の定める価格(現地終値の概ね2.5%上下の価格)・為替(午前と午後に基準為替を決定し、その0.5円上下)でのお取引となります。

◎

※

◎

◎

◎

◎

■投資信託

投資信託の場合は、各銘柄ごとに設定された販売手数料および信託報酬等諸経費をご負担いただきます。手数料の料率・額

は銘柄によって異なりますので、ここに具体的に記載することはできません。各銘柄の目論見書等をご覧ください。

◎

主なリスクについて

株価変動リスク◎

政治・経済、社会情勢等の変化により、株式相場等が変動し損失を被るおそれがあります。

信用リスク◎

有価証券等の発行者の信用・財務状況などの変化等により、価格等が下落したり、投資元本を回収できなくなったりするこ

とで、損失を被るおそれがあります。

流動性リスク◎

流動性の悪化または流通市場の混乱により、損失を被るおそれがあります。

為替変動リスク◎

外国為替相場の変動等により、受取金額が増減し損失を被るおそれがあります。

投資信託のリスクは、各銘柄により異なります。各銘柄の交付目論見書等をご覧ください。

当社が取扱う金融商品は、上記リスク等により損失が生じるおそれがあります。商品ごとに手数料等およびリスクは異なりますので、

当該商品の契約締結前交付書面、目論見書、お客様向け資料等をお読みください。

※

このリーフレットは、お客様の投資判断の参考となる情報を提供することを目的としたものです。銘柄の選択・投資に関する最終判断は、お客様

ご自身の判断でお願いします。また、本リーフレットは、信頼できると思われる情報に基づき作成したものですが、その正確性・完全性を保証する

ものではありません。 このリーフレットの内容は、リーフレット作成時における当社の見通しであり、今後予告なく随時変更することがあります。

掲載した銘柄について、我が国の金融商品取引法による企業内容開示が行われていない場合や当社で買い持ち及び売り持ちしている
場合、当社の役職員が投資している場合があります。
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約定代金の１１％

約定代金の１．２％×１．１（最低2,750円）

※
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